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民
主
主
義
は
意
見
を
異
に
す
る
政
党
の

う
ち
自
由
な
選
挙
で
過
半
数
を
得
た
政
党

が
政
権
を
担
っ
て
政
府
を
構
成
す
る
。
民

主
主
義
が
発
展
す
る
に
は
政
権
与
党
と
対

立
す
る
野
党
が
必
要
で
あ
り
、
対
決
す
る

論
点
が
明
確
で
あ
れ
ば
あ
る
ほ
ど
民
主
主

義
が
深
ま
る
。

　

昨
年
12
月
実
施
さ
れ
た
日
本
の
衆
議
院

選
挙
の
結
果
、
立
憲
民
主
党
（
立
民
）
の

自
滅
に
よ
っ
て
野
党
勢
力
が
弱
ま
っ
て
い

る
が
、
野
党
第
一
党
で
あ
る
立
民
の
政
治

姿
勢
が
今
後
の
日
本
の
民
主
主
義
の
動
向

を
左
右
す
る
と
い
っ
て
も
過
言
で
は
な
い
。

一
部
で
は
立
民
の
執
行
部
が
批
判
政
党
か

ら
提
案
政
党
に
な
る
の
で
は
な
い
か
と
言

わ
れ
て
い
る
が
、
英
米
の
議
会
に
み
ら
れ

る
が
ご
と
く
、
対
決
姿
勢
な
く
し
て
民
主

主
義
は
成
り
立
た
な
い
。
こ
の
ま
ま
で
は

日
本
の
国
会
は
「
大
政
翼
賛
会
」
に
堕
す

る
危
険
性
が
あ
る
。

　

日
本
の
民
主
主
義
を
守
る
た
め
に
参
議

院
選
挙
を
控
え
た
立
民
は
ど
の
よ
う
な
対

決
姿
勢
を
採
る
べ
き
か
。

（
１
）「
憲
法
改
正
絶
対
反
対
」（
と
く
に

緊
急
事
態
宣
言
条
項
の
挿
入
反
対
）
―
―

自
民
党
の
狙
い
は
ヒ
ッ
ト
ラ
ー
を
模
倣
す

る
こ
と
だ
。

　

自
民
党
が
狙
う
憲
法
改
正
の
最
大
の
焦

点
は
「
緊
急
事
態
の
時
に
政
府
が
緊
急
事

態
を
宣
言
し
、
議
会
を
停
止
し
て
政
府
が

な
ん
で
も
で
き
る
」
と
い
う
「
緊
急
事
態

条
項
」
を
新
設
す
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ

は
麻
生
副
総
裁
が
「
あ
の
手
口
に
学
ん
だ

ら
ど
う
か
ね
」
と
述
べ
た
と
お
り
、
ナ
チ

ス
の
手
口
で
あ
る
（
２
０
１
３
年
７
月
29

日
の
発
言
）。

　

麻
生
氏
の
発
言
を
引
用
し
て
立
民
は
、

「
自
民
党
は
ヒ
ッ
ト
ラ
ー
を
模
倣
し
て
い

る
」
と
宣
伝
し
憲
法
審
査
会
の
開
会
を
拒

否
す
べ
き
だ
。

（
２
）「
新
安
全
保
障
法
」（
集
団
的
自
衛

権
行
使
容
認
）
反
対
―
―
台
湾
有
事
の
時

に
行
使
す
れ
ば
、
自
衛
隊
が
中
国
軍
と
交

戦
す
る
。
焦
点
は
「
戦
争
か
平
和
か
」
だ
。

　

台
湾
海
峡
で
米
中
が
軍
事
衝
突
し
た
場

合
、「
自
衛
隊
が
後
方
部
隊
と
し
て
米
軍

を
支
援
す
る
か
ど
う
か
」
を
決
め
る
の
は

「
最
終
的
に
は
日
本
の
首
相
の
判
断
」
に

委
ね
ら
れ
る
。
自
衛
隊
が
米
軍
の
後
方
部

隊
を
支
援
す
る
と
い
う
こ
と
は
自
衛
隊
が

中
国
軍
と
交
戦
す
る
こ
と
だ
。
国
民
に
分

か
り
や
す
く
説
明
す
る
に
は
、「
戦
争
か

平
和
か
、
中
国
と
戦
争
す
る
の
か
」
と
集

約
す
る
こ
と
で
あ
る
。
集
団
的
自
衛
権
を

行
使
し
て
犠
牲
に
な
る
の
は
日
本
だ
。

（
３
）「
生
活
に
直
結
し
た
環
境
保
全
投

資
５
年
１
０
０
兆
円
の
設
定
」

　

日
本
は
世
界
最
大
の
債
権
国
で
あ
り
、

国
内
で
使
い
き
れ
な
い
余
資
（
国
民
の

金
融
資
産
）
が
海
外
に
流
失
し
て
い
る
。

「
赤
字
」
な
の
は
「
政
府
」
で
あ
っ
て

「
日
本
国
」
で
は
な
い
。
日
本
の
社
会
資

本
は
２
０
０
７
年
か
ら
回
収
超
過
で
年
々

必
要
な
更
新
投
資
が
増
え
て
い
る
。
し
か

も
最
近
で
は
環
境
と
生
活
に
直
結
し
た
環

境
保
全
投
資
が
必
要
で
あ
り
、
成
長
戦
略

と
し
て
「
５
年
１
０
０
兆
円
」
の
長
期
計

画
を
樹
立
す
る
（
米
国
民
主
党
は
政
府
の

イ
ン
フ
ラ
投
資
１
・
９
兆
ド
ル
）。
同
時

に
政
府
投
資
の
実
行
に
あ
た
っ
て
は
①
経

営
者
に
は
法
人
税
の
引
上
げ（
累
進
税
率
）、

②
賃
金
支
払
い
は
「
希
望
者
全
員
正
規
社

員
」
を
条
件
と
す
べ
き
で
あ
る
。

（
４
）
教
育
費
を
「
今
後
５
年
間
毎
年
前

年
比
10
％
以
上
増
加
さ
せ
る
」

　

日
本
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
占
め
る
公
的
教
育
費

は
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
（
経
済
協
力
機
構
２
０
１

７
）
38
カ
国
中
37
位
で
あ
っ
て
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比

率
で
は
４
・
４
％
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均
４
・

９
％
）
と
あ
ま
り
に
も
低
い
（
米
国
６
・

０
％
、
英
国
６
・
１
％
、
韓
国
５
・
１
％
、

Ｅ
Ｕ
４
・
４
％
）。
今
後
5
年
間
で
教
育

費
を
毎
年
前
年
比
10
％
増
加
す
る
。

（
５
）「
法
人
税
引
き
上
げ
」「
消
費
税
引

き
下
げ
」

　

旧
民
主
党
の
最
大
の
失
政
は
「
法
人

税
引
き
下
げ
と
消
費
税
引
き
上
げ
提
案
」。

度
々
言
っ
て
い
る
通
り
、
ま
ず
国
民
に
謝

り
、
大
企
業
に
対
す
る
法
人
税
を
引
き
上

げ
て
消
費
税
を
引
き
下
げ
る
こ
と
だ
。

（
６
）「
デ
フ
レ
政
策
」「
小
さ
い
政
府
」

か
ら
の
脱
皮

　

小
泉
首
相
は
財
政
支
出
を
前
年
比
マ
イ

ナ
ス
す
る
と
い
う
戦
後
の
先
進
国
で
は
類

例
が
な
い
デ
フ
レ
政
策
に
よ
っ
て
「
小
さ

い
政
府
」
作
り
を
目
標
に
し
、
そ
の
手
段

と
し
て
「
基
礎
的
財
政
収
支
（
プ
ラ
イ
マ

リ
ー
バ
ラ
ン
ス
）
を
10
年
で
均
衡
さ
せ

る
」
政
策
を
導
入
し
た
。
国
民
は
こ
れ
を

拒
否
し
、
２
０
０
９
年
に
「
消
費
税
を
４

年
間
は
引
き
上
げ
な
い
」
と
い
う
民
主
党

に
政
権
を
ゆ
だ
ね
、
鳩
山
首
相
は
Ｐ
Ｂ
均

衡
策
を
拒
否
し
て
「
小
さ
い
政
府
」
か
ら

の
脱
却
を
進
め
た
。
と
こ
ろ
が
２
０
１
０

年
10
月
の
菅か

ん

政
権
と
そ
の
後
の
野
田
政
権

は
消
費
税
引
き
上
げ
と
法
人
税
引
き
下
げ

を
断
行
し
て
国
民
へ
の
約
束
を
破
棄
し
た
。

立
民
は
こ
れ
も
謝
罪
し
（
３
）（
４
）（
５
）

を
国
民
に
説
明
し
て
「
経
済
音
痴
の
政
治

家
」
の
汚
名
を
返
上
す
べ
だ
。

立民は米国民主を参考にして立民は米国民主を参考にして
自公政権と対決せよ自公政権と対決せよ


